
男女共同参画に関する市民意識調査報告書 

【概要版】 

令和８年３月 



目次 

 Ⅰ  調査概要 ............................................................... 1 

 Ⅱ 調査結果概要 ........................................................... 2 

１ 回答者について ............................................................... 2 

２ 男女平等について ............................................................. 4 

３ 結婚・家庭生活について ....................................................... 5 

４ 子育て・介護について ......................................................... 8 

５ 職業や働き方について ........................................................ 12 

６ 女性の社会参画について ...................................................... 19 

７ 男女共同参画を進めるための取組について ...................................... 21 

８ 防災について ................................................................ 22 

９ 仕事と生活の調和（ワークライフバランス）について ............................. 23 

10 ＤＶ（配偶者等からの暴力）について .......................................... 24 

11 困難な問題を抱える方への支援について ........................................ 27 



Ⅰ 調査概要 

１ 調査の目的 

本市では、市民一人ひとりがお互いを大切にし、性別にかかわりなく個性を輝かせて生き生きと暮

らすことのできる「男女共同参画社会」の実現を目指して、男女共同参画基本計画（第５次）を策定

し、様々な取組を進めています。男女共同参画に関する市民の意識や行政へのニーズを把握し、今後

の男女共同参画推進施策の基礎資料とすることを目的に、アンケート調査を実施しました。 

２ 調査の設計 

項目 内容 

調査期間 令和 7年 9月 1日(月)～9月 26日(金) 

調査対象 市内在住の 18歳以上の方から無作為に選んだ 3,000名 

抽出方法 住民基本台帳登録者から性別・年齢階層別の人口割合に応じた無作為抽出 

調査方法 郵送配布・郵送回収・二次元コードにてＷＥＢ回答 

３ 回収結果 

配布数 回収数 有効回収数※ 有効回収率 

3,000 1,606 1,605（内ＷＥＢ636） 53.5% 

※すべて無回答の調査票が 1件あったため、集計から除外しています。

４ 調査内容 

１ 回答者について 

２ 男女平等について 

３ 結婚・家庭生活について 

４ 子育て・介護について 

５ 職業や働き方について 

６ 女性の社会参画について 

７ 男女共同参画を進めるための取組について 

８ 防災について 

９ 仕事と生活の調和（ワークライフバランス）について 

10 ＤＶ（配偶者等からの暴力）について 

11 困難な問題を抱える方への支援について 

５ 概要版の見方 

①本概要版は、調査結果のポイントをまとめたものです。

②注意点、概要版では、調査方法の詳細や全データを省略しています。そのため、詳細情報が必要

な場合は本文版を参照してください。

③グラフに掲載した“ｎ＝○○○”は回答者数（有効回収数）を表します。

④単数回答の設問における各選択肢の回答割合（比率）は、非該当者を除いた回答者数を基数とし

た百分率(%)で示しており、小数点以下第二位を四捨五入して算出しているため、比率の合計は

100%にならない場合があります。

⑤複数回答の設問における各選択肢の回答割合（比率）は、非該当者を除いた回答者数を基数とし

た百分率(%)で示しています。したがって、比率の合計値は 100%を超えています。

⑥図や表、本文では、選択肢の一部や数値の一部を省略している場合があります。

⑦概要版で比較に用いている「前回調査」の数値は、令和２年度に前橋市で行った「男女共同参画

に関する市民意識調査」のものです。
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Ⅱ 調査結果概要 

１ 回答者について 

A 性別 

◼ 「男性」が 42.9%、「女性」が 56.1%

(n=1,605) 

B 年齢 

◼ 「50歳代」が 26.8%と最も多く、次いで「60歳代」が 26.4%、「70歳以上」が 17.3%

(n=1,605) 

C 職業 

◼ 「正社員・正職員」が 37.1%と最も多く、次いで「非正規雇用者（パート、アルバイト、派遣社

員など）」が 23.7%

(n=1,605) 

42.9%

56.1%

0.6%

0.4%

0% 20% 40% 60%

男性

女性

わからない・答えたくない

無回答

1.6%

3.5%

7.2%

17.1%

26.8%

26.4%

17.3%

0.1%

0% 10% 20% 30%

18歳・19歳

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

無回答

37.1%

23.7%

8.5%

11.3%

2.2%

15.1%

1.4%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40%

正社員・正職員

非正規雇用者（パート、アルバイト、派遣社員など）

自営業（商工業・農林水産業・サービス業など）

専業主婦・主夫

学生

無職

その他

無回答

2



D 婚姻状況 

◼ 結婚の有無については、「している（事実婚を含む）」が 70.5%、「していない(未婚・非婚)」が

19.0%、「していた(離別、死別)」が 10.2%

(n=1,605) 

E 世帯状況 

◼ 世帯状況については、「二世代世帯（親と子）」が 46.2%と最も多く、次いで「一世代世帯（夫婦

またはパートナーのみ、兄弟姉妹のみ）」が 33.1%、「単身世帯（ひとり暮らし）」が 13.6%

(n=1,605) 

F お子さんの有無 

◼ お子さんについては、「社会人」が 48.8%と最も多く、次いで、「高校生以上の学生」が 11.3%

一方、「こどもはいない」が 26.0%

(n=1,605) 

1.8%

1.3%

4.9%

10.5%

7.7%

11.3%

48.8%

26.0%

1.7%

1.6%

0% 20% 40% 60%

乳児期（0～1歳6か月未満）

幼児前期（1歳6か月～3歳未満）

幼児後期（3歳～6歳）

小学生

中学生

高校生以上の学生

社会人

こどもはいない

その他

無回答

70.5%

19.0%

10.2%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80%

している（事実婚を含む）

していない(未婚・非婚)

していた(離別、死別)

無回答

13.6%

33.1%

46.2%

6.4%

0.4%

0.3%

0% 20% 40% 60%

単身世帯（ひとり暮らし）

一世代世帯（夫婦またはパートナーのみ、兄弟姉妹のみ）

二世代世帯（親と子）

三世代世帯（親と子と孫など）

その他

無回答

3



２ 男女平等について 

今の生活や社会の状況に関する意識 （問１） 

◼ 「⑤政治の場」で『男性のほうが優遇されている』が８割弱

「平等になっている」では、「④学校教育の場」が 49.5％と最も高く、次いで、「①家庭」が 29.2％、

「③職場」が 28.6％となっています。 

「男性のほうが優遇されている」「どちらかといえば男性のほうが優遇されている」を合わせると、

「⑤政治の場」が 76.1％と最も多く、次いで「⑦社会通念・慣習・しきたりなど」が 74.8％、「⑧社会

全体」が 69.3％となっています。 

(n=1,605) 

13.1%

14.1%

14.4%

2.8%

38.3%

15.8%

29.4%

18.5%

38.5%

45.4%

33.3%

14.3%

37.8%

31.3%

45.4%

50.8%

29.2%

20.4%

28.6%

49.5%

10.9%

25.6%

10.3%

13.6%

6.1%

4.4%

6.1%

2.5%

0.7%

6.9%

2.8%

4.7%

2.3%

1.6%

2.9%

0.9%

0.5%

2.5%

1.2%

1.7%

9.7%

12.6%

12.8%

27.9%

10.5%

16.5%

9.6%

9.5%

1.2%

1.5%

2.0%

2.1%

1.4%

1.4%

1.3%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭

②地域社会

③職場

④学校教育の場

⑤政治の場

⑥法律や制度

⑦社会通念・慣習・しきたりなど

⑧社会全体

男性のほうが

優遇されている

どちらかといえば

男性のほうが

優遇されている

平等になっている どちらかといえば

女性のほうが

優遇されている

女性のほうが

優遇されている

わからない 無回答
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３ 結婚・家庭生活について 

結婚に関する考え方 （問２） 

◼ 「③結婚しても、うまくいかなければ離婚してもかまわない」が、８割を超える『賛成』

「賛成」「どちらかといえば賛成」を合わせた『賛成』では、「③結婚しても、うまくいかなければ

離婚してもかまわない」が 83.8％と最も多く、次いで「①結婚は個人の自由であるから、結婚しても

しなくてもどちらでもよい」が 79.3％、「②結婚しても、こどもをもつことにこだわらなくてもよい」

が 72.8％となっています。 

 

 

(n=1,605) 

56.6%

49.9%

55.5%

28.6%

29.5%

27.9%

22.7%

22.9%

28.3%

21.4%

30.0%

31.5%

9.9%

12.3%

7.0%

12.2%

12.3%

8.0%

2.4%

4.1%

1.7%

15.8%

10.4%

12.6%

7.8%

10.2%

6.9%

21.4%

17.1%

19.6%

0.6%

0.6%

0.6%

0.6%

0.6%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①結婚は個人の自由であるから、結婚

してもしなくてもどちらでもよい

②結婚しても、こどもをもつ

ことにこだわらなくてもよい

③結婚しても、うまくいかな

ければ離婚してもかまわない

④選択的夫婦別姓（別苗字）の

制度が法律で認められるとよい

⑤事実婚も法律に基づく結婚と同様に

理解され、制度等も利用できるとよい

⑥同性同士の結婚も法律に基づく結婚と

同様に理解され、制度等も利用できるとよい

賛成 どちらかといえば

賛成

どちらかといえば

反対

反対 どちらでもない 無回答
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【「④ 選択的夫婦別姓（別苗字）の制度が法律で認められるとよい」について】 

◼ 『賛成』で男性より女性が 13.5ポイント多い

選択的夫婦別姓の制度が法律で認められるとよいかについて性別で見ると、『賛成』で男性より女性

が 13.5ポイント多くなっています。 

年代で見ると、『賛成』が 20歳代、40歳代、60歳代で多くなっています。 

28.6%

22.9%

33.1%

30.8%

32.1%

26.7%

31.4%

28.8%

30.0%

23.5%

21.4%

19.6%

22.9%

19.2%

21.4%

18.1%

21.2%

17.0%

26.9%

22.0%

12.2%

13.6%

11.2%

3.8%

10.7%

12.1%

9.9%

11.9%

11.6%

17.0%

15.8%

21.3%

11.1%

11.5%

16.1%

22.4%

12.4%

15.1%

14.6%

19.1%

21.4%

21.9%

21.1%

34.6%

19.6%

20.7%

24.8%

27.0%

17.0%

15.9%

0.6%

0.6%

0.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.2%

0.0%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,605)

【性別】

男性

(n=689)

女性

(n=900)

【年代別】

18歳・19歳

(n=26)

20歳代

(n=56)

30歳代

(n=116)

40歳代

(n=274)

50歳代

(n=430)

60歳代

(n=424)

70歳以上

(n=277)

賛成 どちらかといえば

賛成

どちらかといえば

反対
反対 どちらでもない 無回答
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「男は仕事、女は家庭」という考え方 （問 3） 

◼ 全体は、「男は仕事、女は家庭」について『そう思わない』が７割

◼ 性別では、『そう思わない』で男性より女性が 10.9 ポイント多い

◼ 年代別では、『そう思わない』で 20歳代、60歳代がやや多い

「そう思う」「どちらかといえばそう思う」を合わせた『そう思う』が 16.7%となっています。 

一方、「どちらかといえばそう思わない」「そう思わない」を合わせた『そう思わない』が 69.3%とな

っています。 

年代で見ると、『そう思わない』が 20歳代、60歳代でやや多くなっています。 

※前回調査の設問は、選択肢が「賛成」「どちらかといえば賛成」「どちらかといえば反対」「反対」

となっており、参考数値

2.6%

2.6%

3.2%

1.9%

0.0%

3.6%

4.3%

2.2%

2.6%

2.1%

2.9%

14.1%

18.0%

19.6%

10.1%

11.5%

8.9%

15.5%

12.8%

12.3%

14.4%

18.8%

15.7%

33.9%

15.4%

15.8%

7.7%

14.3%

12.1%

12.0%

14.4%

18.2%

19.9%

53.6%

27.6%

47.9%

58.4%

57.7%

64.3%

56.9%

57.7%

54.2%

53.3%

45.8%

13.6%

13.5%

13.6%

13.4%

23.1%

8.9%

11.2%

15.0%

16.3%

11.8%

11.9%

0.3%

4.4%

0.3%

0.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.2%

0.2%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,605)

前回調査

(n=1,181)

【性別】

男性

(n=689)

女性

(n=900)

【年代別】

18歳・19歳

(n=26)

20歳代

(n=56)

30歳代

(n=116)

40歳代

(n=274)

50歳代

(n=430)

60歳代

(n=424)

70歳以上

(n=277)

そう思う どちらかといえば

そう思う

どちらかといえば

そう思わない
そう思わない どちらでもない 無回答
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４ 子育て・介護について 

男性の育児休業、出生時育児休業、育児短時間勤務等の取得への意識 （問６A） 

◼ 全体は、「男性も積極的に取得するほうがよい」が６割弱

◼ 性別では、「男性も積極的に取得するほうがよい」で、男性より女性がやや多い

◼ 年代別では、「男性も積極的に取得するほうがよい」で 20歳代が８割を超えて多い

男性が取得することについては、「男性も積極的に取得するほうがよい」が 57.1%と最も多くなって

います。 

性別で見ると、「男性も積極的に取得するほうがよい」で男性より女性がやや多くなっています。 

年代で見ると、「男性も積極的に取得するほうがよい」で 20 歳代が 83.9％と最も多く、「取得に当た

っては､個人の意見を尊重したほうがよい」で 50歳代が多くなっています。 

57.1%

55.4%

58.6%

69.2%

83.9%

54.3%

56.9%

51.2%

60.4%

56.3%

2.6%

4.6%

1.1%

0.0%

0.0%

5.2%

4.7%

1.6%

2.4%

2.2%

38.1%

37.6%

38.2%

30.8%

16.1%

39.7%

36.5%

44.9%

35.4%

37.5%

1.6%

1.6%

1.7%

0.0%

0.0%

0.9%

1.1%

2.1%

1.7%

2.2%

0.6%

0.7%

0.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.7%

0.2%

0.2%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,605)

【性別】

男性

(n=689)

女性

(n=900)

【年代別】

18歳・19歳

(n=26)

20歳代

(n=56)

30歳代

(n=116)

40歳代

(n=274)

50歳代

(n=430)

60歳代

(n=424)

70歳以上

(n=277)

男性も積極的に

取得するほうがよい

男性は､取得

しないほうがよい

取得に当たっては､

個人の意見を尊重

したほうがよい

その他 無回答
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男性の介護休業、介護休暇等の取得への意識 （問８A） 

◼ 全体は、「男性も積極的に取得するほうがよい」が６割強

◼ 性別では、「男性も積極的に取得するほうがよい」で、男性より女性が 10.6 ポイント多い

「男性も積極的に取得するほうがよい」が 61.6%と最も多く、次いで「取得に当たっては、個人の意

見を尊重したほうがよい」が 34.5% 

性別で見ると、「男性も積極的に取得するほうがよい」で男性より女性が 10.6ポイント多くなってい

ます。 

年代で見ると、年代が若い人ほど「男性も積極的に取得するほうがよい」がやや多くなっています。 

61.6%

55.7%

66.3%

73.1%

64.3%

62.1%

62.0%

60.5%

62.3%

59.9%

1.6%

2.8%

0.6%

0.0%

1.8%

3.4%

1.5%

1.6%

1.7%

1.1%

34.5%

38.6%

31.3%

26.9%

33.9%

32.8%

35.8%

37.0%

33.5%

32.9%

1.2%

1.6%

1.0%

0.0%

0.0%

0.9%

0.0%

0.5%

1.7%

3.6%

1.0%

1.3%

0.8%

0.0%

0.0%

0.9%

0.7%

0.5%

0.9%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,605)

【性別】

男性

(n=689)

女性

(n=900)

【年代別】

18歳・19歳

(n=26)

20歳代

(n=56)

30歳代

(n=116)

40歳代

(n=274)

50歳代

(n=430)

60歳代

(n=424)

70歳以上

(n=277)

男性も積極的に

取得するほうがよい

男性は､取得

しないほうがよい

取得に当たっては､

個人の意見を尊重

したほうがよい

その他 無回答
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男性が参加するのに必要なこと （問 10） 

◼ 全体では、「男性が参加することへの抵抗感を男性自身がなくすこと」が６割強

◼ 性別では、「乳幼児期からの家庭教育や学校教育の過程において男女共同参画を推進すること」

で、男性より女性が 20.9ポイント多い

「男性が参加することへの抵抗感を男性自身がなくすこと」が 63.8%と最も多く、次いで「職場に

おける上司や周囲の理解を進めること」が 55.5%、「夫婦や家族間のコミュニケーションをよく図る

こと」が 48.7%となっています。 

性別で見ると「乳幼児期からの家庭教育や学校教育の過程において男女共同参画を推進するこ

と」で、男性より女性が 20.9 ポイント多く、その他の多くの項目でも男性より女性が多くなってい

ます。 

 

63.8%

19.1%

48.7%

35.5%

39.4%

55.5%

41.6%

20.0%

24.0%

33.1%

2.4%

2.9%

0.7%

55.6%

16.7%

43.1%

27.1%

31.9%

49.5%

42.8%

14.1%

20.3%

21.3%

4.4%

3.5%

0.9%

70.0%

20.8%

52.9%

42.0%

45.0%

60.2%

40.4%

24.3%

26.9%

42.2%

0.9%

2.4%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性が参加することへの抵抗感を男性自身がなくすこと

男性が参加することへの抵抗感を女性がなくすこと

夫婦や家族間のコミュニケーションをよく図ること

年配者や周りの人が、夫婦の役割分担などに

ついて当事者の考えを尊重すること

男性が参加することへの社会的評価を高めること

職場における上司や周囲の理解を進めること

仕事以外の時間を増やせる労働環境づくりを進めること

男性自身の関心を高めるための啓発や情報提供、

相談窓口の設置、技能の研修を行うこと

男性が参加しやすくなるよう、仲間

（ネットワーク）づくりを進めること

乳幼児期からの家庭教育や学校教育の過程に

おいて男女共同参画を推進すること

特に必要だと思うことはない

その他

無回答

全体(n=1605)

男性(n=689)

女性(n=900)
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【年代別集計】 

◼ 年代別では、「男性が参加することへの抵抗感を男性自身がなくすこと」で、全体が６割強

男性が、家事、育児、介護、地域活動に積極的に参加するために必要だと思うことについて、年代

別で見ると、「仕事以外の時間を増やせる労働環境づくりを進めること」で、年代が若い人ほど回答が

多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目
18歳・19歳
(n=26)

20歳代
(n=56)

30歳代
(n=116)

40歳代
(n=274)

50歳代
(n=430)

60歳代
(n=424)

70歳以上
(n=277)

男性が参加することへの抵抗感を男性自身
がなくすこと

69.2% 64.3% 69.0% 62.8% 62.6% 65.6% 61.4%

男性が参加することへの抵抗感を女性がな
くすこと

30.8% 21.4% 26.7% 17.5% 21.2% 17.0% 15.5%

夫婦や家族間のコミュニケーションをよく
図ること

53.8% 50.0% 62.1% 43.8% 42.3% 52.4% 51.3%

年配者や周りの人が、夫婦の役割分担など
について当事者の考えを尊重すること

46.2% 39.3% 37.1% 39.4% 34.2% 35.1% 31.8%

男性が参加することへの社会的評価を高め
ること

42.3% 39.3% 36.2% 39.1% 39.5% 42.2% 36.5%

職場における上司や周囲の理解を進めるこ
と

57.7% 58.9% 56.9% 59.1% 53.7% 53.8% 56.3%

仕事以外の時間を増やせる労働環境づくり
を進めること

30.8% 55.4% 56.9% 46.7% 45.8% 35.1% 32.1%

男性自身の関心を高めるための啓発や情報
提供、相談窓口の設置、技能の研修を行う
こと

42.3% 12.5% 20.7% 18.2% 17.7% 21.9% 21.3%

男性が参加しやすくなるよう、仲間（ネッ
トワーク）づくりを進めること

38.5% 30.4% 27.6% 20.4% 22.3% 23.6% 26.7%

乳幼児期からの家庭教育や学校教育の過程
において男女共同参画を推進すること

30.8% 21.4% 31.9% 27.4% 31.2% 38.7% 36.5%

特に必要だと思うことはない 3.8% 1.8% 3.4% 2.2% 2.6% 2.4% 2.2%

その他 3.8% 0.0% 0.9% 3.6% 3.5% 3.3% 1.8%

無回答 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.2% 0.5% 2.5%
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５ 職業や働き方について 

女性の働き方の意識 （問 11） 

◼ 全体では、「そもそも働き方を男女に分けて考える必要はない」が約３割

◼ 性別では、「こどもができたら雇用形態を変えて、仕事を続けるほうがよい」で男性より女性が 6.3ポ

イント多い

「そもそも働き方を男女に分けて考える必要はない」が 31.0%と最も多く、次いで「こどもができて

も雇用形態を変えずに、仕事を続けるほうがよい」が 28.3%、「こどもができたら雇用形態を変えて、

仕事を続けるほうがよい（正規雇用から非正規雇用に変える等）」が 21.1%となっています。 

性別で見ると「こどもができたら雇用形態を変えて、仕事を続けるほうがよい（正規雇用から非正

規雇用に変える等）」で男性より女性が 6.3ポイント多く、「こどもができても雇用形態を変えずに、仕

事を続けるほうがよい」で女性より男性が 4.9ポイント多くなっています。 

2.5%

4.7%

28.3%

21.1%

6.4%

0.1%

31.0%

3.7%

2.1%

2.9%

5.4%

31.2%

17.7%

7.3%

0.1%

31.1%

3.0%

1.3%

2.2%

4.0%

26.3%

24.0%

5.7%

0.1%

30.7%

4.2%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40%

結婚するまでは、仕事を続けるほうがよい

こどもができるまでは、仕事を続けるほうがよい

こどもができても雇用形態を変えずに、仕事を続けるほうがよい

こどもができたら雇用形態を変えて、仕事を続けるほうがよい

（正規雇用から非正規雇用に変える等）

こどもができたら仕事を辞め、こどもが

大きくなったら再就職するほうがよい

女性は仕事に就かないほうがよい

そもそも働き方を男女に分けて考える必要はない

その他

無回答

全体(n=1605)

男性(n=689)

女性(n=900)
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【年代別集計】 

◼ 年代別では、「そもそも働き方を男女に分けて考える必要はない」で、40歳代が４割

「女性の働き方」について、年代で見ると「こどもができても雇用形態を変えずに、仕事を続ける

ほうがよい」で年代が上がるほど多く、「そもそも働き方を男女に分けて考える必要はない」で、年代

が若い人ほど回答が多くなっています。 

 

項目
18歳・19歳
(n=26)

20歳代
(n=56)

30歳代
(n=116)

40歳代
(n=274)

50歳代
(n=430)

60歳代
(n=424)

70歳以上
(n=277)

結婚するまでは、仕事を続けるほうがよい 3.8% 5.4% 4.3% 1.5% 1.2% 4.2% 1.4%

こどもができるまでは、仕事を続けるほう
がよい

7.7% 3.6% 6.9% 4.0% 4.4% 3.5% 6.1%

こどもができても雇用形態を変えずに、仕
事を続けるほうがよい

3.8% 21.4% 21.6% 24.8% 27.9% 33.3% 31.8%

こどもができたら雇用形態を変えて、仕事
を続けるほうがよい（正規雇用から非正規
雇用に変える等）

26.9% 26.8% 19.8% 20.4% 17.4% 23.1% 23.1%

こどもができたら仕事を辞め、こどもが大
きくなったら再就職するほうがよい

0.0% 1.8% 7.8% 5.1% 5.6% 5.9% 10.8%

女性は仕事に就かないほうがよい 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.4%

そもそも働き方を男女に分けて考える必要
はない

50.0% 37.5% 37.1% 41.2% 34.9% 24.5% 19.5%

その他 7.7% 3.6% 2.6% 2.2% 6.0% 3.3% 2.2%

無回答 0.0% 0.0% 0.0% 0.7% 2.6% 1.9% 4.7%

回答者数 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
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女性が働く上で、問題となること （問 12） 

◼ 全体は、「家事や育児、介護の負担が大きい」が、６割

◼ 性別では、「家事や育児、介護の負担が大きい」で、男性より女性が 19.4ポイント多い

「家事や育児、介護の負担が大きい」が 59.8%と最も多く、次いで「育児や介護サービスを受けられ

る施設が十分でない」が 40.1%となっています。 

性別で見ると「家事や育児、介護の負担が大きい」で男性より女性が 19.4 ポイント多くなっていま

す。 

59.8%

31.3%

40.1%

33.2%

14.6%

16.0%

27.3%

15.6%

3.4%

2.7%

0.9%

48.8%

25.1%

37.0%

29.2%

12.6%

16.3%

23.7%

13.6%

5.8%

3.0%

1.3%

68.2%

36.0%

42.4%

36.0%

16.0%

15.8%

30.2%

16.9%

1.6%

2.4%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80%

家事や育児、介護の負担が大きい

家族の理解や協力が得られない

育児や介護サービスを受けられる施設が十分でない

職場での男女格差（採用・昇格

・昇進・賃金など）がある

職場において結婚や出産による退職の慣例がある

本人または配偶者の転勤がある

長時間労働（残業・休日勤務）が

多い、年次有給休暇が取りづらい

就職先が少ない

支障となることは特にない

その他

無回答

全体(n=1605)

男性(n=689)

女性(n=900)
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【年代別集計】 

◼ 年代別では、「家事や育児、介護の負担が大きい」で、70歳以上が７割

女性が働く上で、問題となることについて、年代で見ると「家事や育児、介護の負担が大きい」で

年代が上がるほど多く、「職場での男女格差（採用・昇格・昇進・賃金など）がある」「職場において

結婚や出産による退職の慣例がある」で、年代が若い人ほど回答が多くなっています。 

 

 

 

 

 

項目
18歳・19歳
(n=26)

20歳代
(n=56)

30歳代
(n=116)

40歳代
(n=274)

50歳代
(n=430)

60歳代
(n=424)

70歳以上
(n=277)

家事や育児、介護の負担が大きい 57.7% 30.4% 48.3% 51.8% 58.4% 65.8% 71.8%

家族の理解や協力が得られない 34.6% 21.4% 36.2% 29.6% 32.6% 32.5% 28.9%

育児や介護サービスを受けられる施設が
十分でない

38.5% 26.8% 42.2% 35.4% 38.6% 45.5% 40.8%

職場での男女格差（採用・昇格・昇進・
賃金など）がある

42.3% 35.7% 37.1% 36.1% 31.2% 34.2% 28.9%

職場において結婚や出産による退職の慣
例がある

26.9% 25.0% 19.0% 14.6% 14.0% 14.2% 11.2%

本人または配偶者の転勤がある 26.9% 28.6% 17.2% 13.9% 13.7% 18.4% 14.1%

長時間労働（残業・休日勤務）が多い、
年次有給休暇が取りづらい

26.9% 32.1% 36.2% 33.6% 25.6% 25.2% 22.4%

就職先が少ない 19.2% 8.9% 18.1% 18.2% 14.9% 15.8% 13.4%

支障となることは特にない 3.8% 1.8% 5.2% 1.8% 5.3% 2.8% 2.5%

その他 3.8% 0.0% 3.4% 1.8% 3.5% 2.4% 2.9%

無回答 0.0% 0.0% 0.9% 0.4% 0.2% 0.5% 3.2%
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職場での能力発揮や継続勤務のために重要なこと （問 14） 

◼ 全体では、働き続けるために重要なことは、「家庭と仕事の両立を図れる制度が充実する」が、６割強

◼ 性別では、「家庭と仕事の両立を図れる制度が充実する」で、男性より女性が 16.2ポイント多い

「家庭と仕事の両立を図れる制度が充実する（育児休業、時差勤務など）」が 65.2%と最も多く、次

いで「仕事に必要な知識、技術、能力を身につける」が 62.6%となっています。 

性別で見ると「家庭と仕事の両立を図れる制度が充実する（育児休業、時差勤務など）」で男性より

女性が 16.2ポイント多く、「「男は仕事、女は家庭」といった性別役割の意識がかわる」で 14.5ポイ

ント多くなっています。

62.6%

33.8%

47.5%

54.2%

65.2%

57.9%

43.6%

2.3%

0.6%

62.3%

25.7%

44.6%

52.1%

56.0%

50.4%

40.3%

3.0%

0.4%

62.7%

40.2%

49.9%

55.6%

72.2%

63.9%

46.0%

1.7%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80%

仕事に必要な知識、技術、能力を身につける

「男は仕事、女は家庭」といった性別役割の意識がかわる

採用、職場配置などにおいて、性別に関わ

らず、同じように活躍できる機会がある

能力や実績に見合った評価がされる

家庭と仕事の両立を図れる制度が

充実する（育児休業、時差勤務など）

育児休業や介護休業が取りやすい職場の理解と協力が得られる

結婚・出産などにより、一旦退職した

人が同じ職場に復帰できるようになる

その他

無回答

全体(n=1605)

男性(n=689)

女性(n=900)
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職場での男女差ついて （問 15） 

※現在働いている方の回答

◼ 職場では、「⑭男性と女性で違いはない」が、５割

男女ともに「男性と女性で違いはない」が 50.8%と最も多く、次いで、「昇進、昇格に男女差がある」

が 30.7%で「女性は補助的業務や雑務が多い」が 30.1％と続いています。 

 

 

(n=1,113) 

23.9%

30.7%

16.4%

23.0%

30.1%

20.2%

25.4%

27.1%

26.7%

16.3%

14.7%

24.3%

11.6%

50.8%

67.9%

60.8%

74.8%

68.5%

61.4%

70.2%

66.2%

64.9%

65.1%

75.1%

76.7%

66.8%

79.6%

39.4%

8.2%

8.4%

8.8%

8.5%

8.5%

9.6%

8.4%

8.0%

8.2%

8.6%

8.5%

8.9%

8.8%

9.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①賃金に男女差がある

②昇進、昇格に男女差がある

③男性の能力を正当に評価しない

④女性の能力を正当に評価しない

⑤女性は補助的業務や雑務が多い

⑥育児休業を取得できない、または取得しにくい

⑦有給休暇を取得できない、または取得しにくい

⑧ハラスメントが存在する

⑨ハラスメント防止のための規定や相談窓口がない

⑩結婚や出産すると働き続けにくい雰囲気がある

⑪女性は定年まで働き続けにくい雰囲気がある

⑫希望の職種につく機会に男女差がある

⑬教育や研修を受ける機会に男女差がある

⑭男性と女性で違いはない

はい いいえ 無回答
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職場で、女性管理職への登用に必要なこと （問 17） 

◼ 全体では、「性別に関わらない、能力に応じた登用」が６割強

◼ 性別では、「採用・昇進・配置において女性が満たしにくい要件の緩和」で、男性より女性が 7.7 ポイン

ト多い

「性別に関わらない、能力に応じた登用」が 62.7%と最も多く、次いで「経営者や人事担当者の意識

改革」が 34.7%、「女性が管理職になることへの、男性の意識改革」が 28.3%となっています。 

性別で見ると「採用・昇進・配置において女性が満たしにくい要件の緩和」で男性より女性が 7.7ポ

イント多くなっています。

 

34.7%

62.7%

8.4%

25.0%

20.8%

19.3%

28.3%

21.3%

9.4%

3.9%

3.0%

34.9%

62.1%

10.3%

25.0%

16.6%

18.7%

26.5%

22.3%

9.3%

4.0%

2.5%

34.5%

62.9%

6.8%

25.0%

24.3%

19.8%

29.6%

20.1%

9.5%

3.8%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80%

経営者や人事担当者の意識改革

性別に関わらない、能力に応じた登用

女性管理職登用の数値目標の設定

男女平等な人材育成機会の付与

採用・昇進・配置において女性が

満たしにくい要件の緩和

目標としたい・見習いたい人

となる女性管理職の育成

女性が管理職になることへの、男性の意識改革

女性が管理職になることへの、女性の意識改革

特に必要だと思うことはない

その他

無回答

全体(n=1113)

男性(n=525)

女性(n=577)
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６ 女性の社会参画について 

女性の社会参画で大切なこと （問 19） 

◼ 全体では、「女性が各分野で活躍し、実績を上げる」が５割強

◼ 性別では、「国・県・市町村など行政の審議会の委員などに女性を増やす」「男女雇用機会均等法など

の男女平等のための法律や制度を充実する」で、男性より女性がそれぞれ 9.2ポイント多い

「女性が各分野で活躍し、実績を上げる」が 53.2%と最も多く、次いで「職場で男女平等の取組みを

進める」が 46.0%、「国・県・市町村など行政の審議会の委員などに女性を増やす」が 36.3%、「女性議

員を増やす」が 36.2%となっています。 

性別で見ると「国・県・市町村など行政の審議会の委員などに女性を増やす」「男女雇用機会均等法

などの男女平等のための法律や制度を充実する」で、男性より女性がそれぞれ 9.2ポイント多くなって

います。 

36.2%

53.2%

14.1%

36.3%

33.9%

46.0%

35.3%

22.2%

5.0%

2.0%

33.1%

51.7%

12.3%

30.9%

29.9%

42.1%

30.0%

22.5%

7.3%

2.2%

38.7%

54.6%

15.3%

40.1%

37.0%

49.1%

39.2%

21.8%

3.3%

1.9%

0% 20% 40% 60%

女性議員を増やす

女性が各分野で活躍し、実績を上げる

女性団体が積極的に活動する

国・県・市町村など行政の審議会

の委員などに女性を増やす

企業・官公庁で女性管理職を登用する

職場で男女平等の取組みを進める

男女雇用機会均等法などの男女平等

のための法律や制度を充実する

自治会や地域の諸団体の

長・役員に女性を増やす

その他

無回答

全体(n=1605)

男性(n=689)

女性(n=900)
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【前回調査比較】 

◼ 「女性が各分野で活躍し、実績を上げる」が、前回調査より 13.2ポイント多い

行政や企業、社会的活動などの方針決定への女性の参画を図る上で大切なことについて、前回調査

と比較すると「女性が各分野で活躍し、実績を上げる」が前回調査より 13.2 ポイント多くなっていま

す。 

36.2%

53.2%

14.1%

36.3%

33.9%

46.0%

35.3%

22.2%

5.0%

-

2.0%

25.9%

40.0%

12.5%

30.0%

29.0%

44.5%

35.0%

18.7%

2.1%

14.5%

-

0% 20% 40% 60%

女性議員を増やす

女性が各分野で活躍し、実績を上げる

女性団体が積極的に活動する

国・県・市町村など行政の審議会

の委員などに女性を増やす

企業・官公庁で女性管理職を登用する

職場で男女平等の取組みを進める

男女雇用機会均等法などの男女平等

のための法律や制度を充実する

自治会や地域の諸団体の

長・役員に女性を増やす

その他

わからない（前回調査のみ）

無回答

全体(n=1,605)

前回調査(n=1,181)
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７ 男女共同参画を進めるための取組について 

男女共同参画推進のために市で力を入れるべきこと （問 21） 

◼ 全体では、「子育て環境の整備・充実・放課後児童クラブなど」が、８割弱

◼ 性別では、「女性に対するあらゆる暴力の根絶・防止に向けた取組の強化」で、男性より女性が 11.3 ポ

イント多い

男女共同参画社会を進めるために、今後、市で力を入るべきこととして、「子育て環境の整備・充実

（保育所（園）・放課後児童クラブ（学童保育）など）」が 76.3%と最も多く、次いで「ひとり親家庭へ

の支援」が 50.7%、「職場における男女の均等な取扱いに関しての企業等への働きかけ」が 47.1%、「女

性に対するあらゆる暴力の根絶・防止に向けた取組の強化」が 42.6%となっています。 

性別で見ると「女性に対するあらゆる暴力の根絶・防止に向けた取組の強化」で男性より女性が

11.3ポイント多くなっています。 

76.3%

50.7%

36.8%

38.3%

32.5%

18.4%

35.3%

30.7%

47.1%

22.2%

38.1%

42.6%

3.3%

1.9%

74.9%

48.5%

34.0%

40.5%

29.6%

17.6%

30.5%

31.3%

43.7%

22.1%

32.5%

36.1%

4.9%

2.0%

77.2%

52.3%

38.9%

36.7%

34.6%

18.7%

39.1%

30.1%

49.9%

22.2%

42.3%

47.4%

1.9%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て環境の整備・充実（保育所（園）・

放課後児童クラブ（学童保育）など）

ひとり親家庭への支援

保育所（園）・幼稚園・認定こども園

や学校における男女平等教育の充実

地域活動における男女共同参画の推進

防災・復興における男女共同参画の推進

（女性の視点での防災・復興体制の強化）

外国人との交流や国際的な取組の情報提供などに

よる男女共同参画に関する市民の国際意識の向上

性的マイノリティ（ＬＧＢＴＱ）も含め、

多様性を認め合い、あらゆる人が平等に

暮らすための取組の強化

男女共同参画について理解を深める

ための意識啓発事業の充実

職場における男女の均等な取扱いに

関しての企業等への働きかけ

男女共同参画に関する学習や活動、情報

ネットワークなどの拠点となる施設の設置

女性の就労機会が増えるような

情報提供や職業訓練の機会の提供

女性に対するあらゆる暴力の

根絶・防止に向けた取組の強化

その他

無回答

全体(n=1605)

男性(n=689)

女性(n=900)

【育児】

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

【地域生活】

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

【職場生活】

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

【その他】
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８ 防災について 

防災分野での男女共同参画の視点 （問 22） 

◼ 全体では、「防災計画に男女両方の視点を入れる」が、７割弱

◼ 性別では、「女性、こども、高齢者、障害者及び要介護者等が安心、安全に過ごせる避難所運営を行う」

で、男性より女性が 20.6ポイント多い

「防災計画に男女両方の視点を入れる」が 68.3%と最も多く、次いで「女性、こども、高齢者、障害

者及び要介護者等が安心、安全に過ごせる避難所運営を行う」が 60.7%、「防災や復興対策会議など方

針決定の場を男女両方が担う」が 50.3%となっています。 

性別で見ると「女性、こども、高齢者、障害者及び要介護者等が安心、安全に過ごせる避難所運営

を行う」で男性より女性が 20.6ポイント多くなっています。 

50.3%

68.3%

42.6%

43.9%

43.4%

43.6%

60.7%

2.9%

1.6%

0.9%

49.8%

66.0%

45.6%

43.0%

42.5%

43.0%

49.2%

4.4%

2.0%

1.0%

50.7%

70.2%

40.1%

44.6%

44.2%

44.2%

69.8%

1.7%

1.2%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80%

防災や復興対策会議など方針

決定の場を男女両方が担う

防災計画に男女両方の視点を入れる

町内会・自治会や地域の自主防災組織等

など運営に男女がともに参画する

災害時の備えについて性別に

よって異なるニーズを反映する

避難所でのリーダーや炊き出しなど

役割を性別で固定せず分担する

男女ともに防災活動や防災

訓練に積極的に参加する

女性、こども、高齢者、障害者及び要介護者等

が安心、安全に過ごせる避難所運営を行う

特に必要ない

その他

無回答

全体(n=1605)

男性(n=689)

女性(n=900)

22



９ 仕事と生活の調和（ワークライフバランス）について 

仕事と生活の調和（ワークライフバランス）取得状況 （問２３） 

◼ 全体では、ワークライフバランスが『とれている』で６割

◼ 男女別では、ワークライフバランスが『とれている』のは、女性より男性がやや多い

「とれている」「どちらかというととれている」を合わせた『とれている』が 61.8％となっています。 

一方、「どちらかというととれていない」「とれていない」を合わせた『とれていない』が 31.9％と

なっています。 

18.6%

20.8%

17.0%

43.2%

42.7%

43.9%

21.9%

22.9%

20.9%

10.0%

9.9%

9.9%

6.4%

3.8%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,605)

【性別】

男性

(n=689)

女性

(n=900)

とれている どちらかという

ととれている

どちらかという

ととれていない

とれていない 無回答
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10 ＤＶ（配偶者等からの暴力）について 

配偶者や交際相手からの暴力の有無 （問 25） 

◼ 配偶者や交際相手などから「④精神的暴力」が『あった』で、２割弱

「何度もあった」「１、２度あった」を合わせた『あった』では、「④精神的暴力（おどす、無視す

る、人格を否定するような言葉を言う、交友関係や行動を監視するなど）」が 18.9％、「⑦こどもを巻

き込んだ暴力（こどもの目の前での暴力・暴言など）」が 9.0％「⑥経済的暴力（生活費を渡さない、

働くことを妨害するなど）」が 7.2％となっています。 

 

(n=1,605) 

1.1%

0.6%

1.4%

7.9%

1.2%

3.4%

3.2%

4.0%

1.6%

5.2%

11.0%

3.4%

3.8%

5.8%

92.6%

95.3%

90.9%

78.6%

92.9%

90.5%

88.2%

2.3%

2.6%

2.5%

2.6%

2.5%

2.3%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①命の危険を感じるくらいの身体的暴力

②医師の治療を必要とするくらいの身体的暴力

③医師の治療を必要としないくらいの身体的暴力

④精神的暴力

⑤性的暴力

⑥経済的暴力

⑦こどもを巻き込んだ暴力

何度もあった １、２度あった まったくない 無回答
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暴力を受けた時の相談状況 （問 25-1） 

※暴力が『あった』と答えた方の回答

◼ ＤＶ被害について、全体では、「相談しなかった（できなかった）」が約６割

◼ 性別では、「相談しなかった（できなかった）」で、女性が５割強

相談したかについては、「相談した」が 31.8%、「相談しなかった（できなかった）」が 61.6%となって

います。 

性別で見ると女性の半数以上が「相談しなかった（できなかった）」と回答しています。 

暴力を受けた時の相談先 （問 25-2） 

※「相談した」と答えた方の回答

◼ 相談先は、「家族・親族」が多い

相談先については、「家族・親族」が 48 件中 25 件、次いで「友人・知人」が 21 件、「警察」が９件

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※回答者数が少ないため、表のみ掲載

31.8%

6.9%

37.5%

61.6%

93.1%

54.2%

6.6%

0.0%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=151)

【性別】

男性(n=29)

女性(n=120)

相談した 相談しなかった

（できなかった）

無回答

項目 度数 比率

警察 9 18.8%

前橋市配偶者暴力相談支援センター 1 2.1%

群馬県女性相談支援センター 4 8.3%

弁護士等 5 10.4%

民間の機関 1 2.1%

医療関係者（医師、看護師等） 3 6.3%

家族・親族 25 52.1%

友人・知人 21 43.8%

学校関係者（教員、養護教員等） 0 0.0%

その他 1 2.1%

無回答 0 0.0%

回答者数 48
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相談しなかった（できなかった）理由 （問 25-3） 

※「相談しなかった（できなかった）」と回答した方の回答

◼ 相談しない理由は、全体では、「相談しても無駄だと思った」が約５割

「相談しても無駄だと思った」が 49.5%と最も多く、次いで「自分さえ我慢すれば、何とかやってい

けると思った」が 47.3%、「人に知られたくなかった」が 30.1%、「相談するほどのことではないと思っ

た」が 28.0%となっています。 

性別で見ると、女性で「相談しても無駄だと思った」「自分さえ我慢すれば、何とかやっていけると

思った」の回答が多くなっています。 

20.4%

30.1%

49.5%

14.0%

10.8%

47.3%

10.8%

28.0%

2.2%

2.2%

18.5%

29.6%

40.7%

7.4%

11.1%

33.3%

11.1%

29.6%

3.7%

7.4%

21.5%

30.8%

53.8%

16.9%

10.8%

52.3%

10.8%

27.7%

1.5%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

どこに相談してよいかわからなかった

人に知られたくなかった

相談しても無駄だと思った

相談したことがわかると仕返しをされると思った

相談することによって自分が不快な思いをすると思った

自分さえ我慢すれば、何とかやっていけると思った

被害を受けたことを忘れたかった

相談するほどのことではないと思った

その他

無回答

全体(n=93)

男性(n=27)

女性(n=65)
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11 困難な問題を抱える方への支援について 

抱えている困難や悩みの有無 （問 28） 

◼ 全体では、悩みや困難は、「ご自身が抱えている（いた）」では、「⑤健康に不安がある」が、約２割

「ご自身が抱えている（いた）」では、「⑤健康に不安がある」が 21.3％と最も多く、次いで「①家

族とうまくいかない、家族に関する問題を抱えている」が 18.1％となっています。 

(n=1,605) 

【女性のみ集計】 

◼ 女性のみの回答では、家族に関する問題は、「⑤健康に不安がある」が約４割

家族とうまくいかない、家族に関する問題について、女性のみで比較すると「⑤健康に不安がある」

が『問題を抱えている（いた）』で、39.7%と最も多く、次いで「①家族とうまくいかない、家族に関

する問題を抱えている」で、38.1%となっています。 

(n=900) 

21.2%

13.9%

10.0%

6.9%

22.9%

2.3%

12.9%

16.9%

16.6%

10.7%

6.3%

16.8%

2.3%

5.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

①家族とうまくいかない、家族に関する問題を抱えている

②職場や学校等で人間関係がうまく築けない、

いじめやハラスメントを受けている

③仕事が見つからない、仕事が不安定

④経済的に困窮している

⑤健康に不安がある

⑥住まいが定まらない、家に居場所がない

⑦孤独・孤立を感じる

ご自身が

抱えている（いた）

家族や知人が

抱えている（いた）

18.1%

11.7%

9.0%

6.4%

21.3%

2.3%

12.0%

14.6%

14.8%

9.7%

6.5%

15.8%

2.2%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

①家族とうまくいかない、家族に関する問題を抱えている

②職場や学校等で人間関係がうまく築けない、

いじめやハラスメントを受けている

③仕事が見つからない、仕事が不安定

④経済的に困窮している

⑤健康に不安がある

⑥住まいが定まらない、家に居場所がない

⑦孤独・孤立を感じる

ご自身が

抱えている（いた）

家族や知人が

抱えている（いた）

27



抱えている困難や悩みの相談先 （問 29） 

※「ご自身が抱えている（いた）」「家族や知人が抱えている（いた）」と答えた方の回答

◼ 相談先は、全体では、「家族や親戚」「友人・知人」がそれぞれ約２割

◼ 性別では、「友人・知人」で、男性より女性が 15.1 ポイント多い

「家族や親戚」「友人・知人」がともに 19.3%と多く、次いで「医療関係者（医師・看護師等）」が

10.9%となっています。 

性別でみると「友人・知人」で男性より女性が 15.1 ポイント多くなっています。 

0.1%

1.0%

1.7%

0.2%

10.9%

2.6%

2.6%

0.5%

5.1%

19.3%

19.3%

0.5%

13.8%

2.4%

46.8%

0.0%

0.0%

0.9%

0.3%

10.4%

1.7%

2.3%

0.6%

4.9%

14.7%

9.8%

0.0%

15.9%

2.6%

53.3%

0.2%

1.6%

2.3%

0.2%

11.5%

3.2%

2.9%

0.5%

5.4%

22.0%

24.9%

0.9%

12.7%

2.3%

42.7%

0% 20% 40% 60%

前橋市配偶者暴力相談支援センター

群馬県女性相談支援センター

警察

法務局・地方法務局、人権擁護委員

医療関係者（医師・看護師等）

学校関係者（教員、養護教員、

スクールカウンセラー等）

民間の専門家や専門機関（弁護士会、

カウンセラー機関、民間シェルター等）

児童相談所、市町村児童家庭相談窓口等

勤務先の関係者

家族や親戚

友人・知人

ＳＮＳ等を通じて知り合った人や不特定多数の人

どこ（だれ）にも相談した

ことがない・しなかった

その他

無回答

全体(n=918)

男性(n=347)

女性(n=558)
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相談しない・しなかった理由 （問 30） 

※「どこ（だれ）にも相談したことがない・しなかった」と答えた方の回答

◼ 相談しない理由は、全体では、「相談しても無駄だと思うから」が４割強

◼ 性別では、「どこ（だれ）に相談してよいかわからないから」「恥ずかしくてだれにも言えないから」で、

女性より男性が多い

相談しても無駄だと思うから」が 42.5%と最も多く、次いで「相談するほどのことではないと思うか

ら」が 31.5%、「どこ（だれ）に相談してよいかわからないから」が 30.7%となっています。 

性別でみると性別で見ると、「どこ（だれ）に相談してよいかわからないから」で 17.5 ポイント、

「恥ずかしくてだれにも言えないから」で 16.2ポイント女性より男性が多くなっています。 

30.7%

12.6%

42.5%

11.8%

5.5%

18.9%

12.6%

8.7%

0.0%

31.5%

4.7%

0.8%

40.0%

21.8%

45.5%

10.9%

10.9%

12.7%

14.5%

7.3%

0.0%

32.7%

3.6%

0.0%

22.5%

5.6%

40.8%

12.7%

1.4%

23.9%

11.3%

9.9%

0.0%

31.0%

5.6%

1.4%

0% 20% 40% 60%

どこ（だれ）に相談して

よいかわからないから

恥ずかしくてだれにも言えないから

相談しても無駄だと思うから

他人を巻き込みたくないから

早く忘れたいから

自分さえ我慢すれば、何とか

このままやっていけると思うから

自分にも悪いところがあると思うから

相談した後の影響が不安だった

（周りに知られる、被害がより大きくなるなど）

相手の行為は愛情の表現だと

思うから（ＤＶ被害の場合）

相談するほどのことではないと思うから

その他

無回答

全体(n=127)

男性(n=55)

女性(n=71)
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男女共同参画に関する市民意識調査報告書 
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TEL：027-898-6517（直通） 

E-mail：sankaku@city.maebashi.gunma.jp
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